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【論文の構成】 

はじめに 

第 1 章 債権差押と債権譲渡が競合した判例の検証 

第 2 章 国税徴収法 8 条と債権譲渡との関係 

第 3 章 第三債務者に対する差押債権と譲渡債権の優劣 

第 4 章 滞納処分の差押と強制執行の差押の差異 

第 5 章 租税債権者と供託 

第 6 章 差押と債権譲渡における租税優先権の意義 

終わりに 

 

【論文の内容】 

1.研究の目的 

租税債権は、私法上の債権とは異なり、自力執行権が与えられ、他の債権に対しても一

般的優先権が認められており、租税が公共サービスを提供するための資金として強い公

益性を有していることと、私債権と異なり直接の反対給付を伴わず、任意に履行される可

能性が低いこと等を考慮して、国税徴収法 8 条や地方税法 14 条では、原則として他の債

権に先だって徴収する旨を定めている。 

このような強力な権限を有する租税債権と私債権が競合し優劣を決する判例は幾つも

存在するが、質権･抵当権、先取特権、仮登記により担保される債権及び譲渡担保により

担保される債権と租税債権が競合した事例が多数である。しかし、本稿で注目したいのは、

租税債権と債権譲渡が同時に競合した場合の優劣であり、各通知の同時送達における差

押と譲渡の優劣の判断は、専ら判例で示された基準に従い決することとなっている。 

租税債権に係る差押通知と債権譲渡通知が同時に送達され、債権差押と債権譲渡が競

合した事例は、管見の限りでは最高裁第三小法廷平成 5 年 3 月 30 日判決（最高裁判所民

事判例集 47 巻 4 号 3334 頁）（以下「平成 5 年判決」という。）のみである。 

  この平成 5 年判決は、租税債権徴収のための差押と債権譲渡が競合した事例において、

差押通知と譲渡通知がきわめて近接した時間に第三債務者に到達し、その先後関係が不

明であるとして第三債務者がその債権を供託に付したときは、債権差押と債権譲渡の優

劣は等位であるとして、被差押債権額と譲受債権額に応じて供託金（債権）を案分すると

いう判断が示されている。 

  しかし、この供託金（債権）を案分するとした判断について、最高裁は｢公平の原則に

照らし｣と示したのみであるため、筆者は、平成 5 年判決につき、先述したように、租税

債権に一般的優先権が与えられていることも考慮して判断すべきではないだろうかと疑

問を抱いた。 

  したがって本稿は、同時送達事例について、差押債権者及び債権譲受人が第三債務者に
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対し支払を求めた場合について、まず、第三債務者が供託を行わず、強制執行に移行した

場合、次いで、第三債務者が供託を行った場合の 2 つの視点から租税債権と私債権の優

先劣後のあり方について検討を行い、平成 5 年判決の妥当性や今後の課題になるであろ

う問題点を提起することを目的としている。 

 

2．研究の概要 

第 1 章では、債権差押と債権譲渡が競合した判例の検証を行い、平成 5 年判決に加え、

その先行判例である最高裁第一小法廷昭和 49 年 3 月 7 日判決（最高裁判所民事判例集

28 巻 2 号 174 頁）（以下「昭和 49 年判決」という。）と最高裁第三小法廷昭和 55 年 1 月

11 日判決（最高裁判所民事判例集 34 巻 1 号 42 頁）（以下「昭和 55 年判決」という。）

の 2 つの判例についても判決内容等を確認し、債権差押と債権譲渡が同時に競合した事

例における判例法理や優劣の決定基準等を確認した。 

まず、平成 5 年判決は、昭和 49 年判決と昭和 55 年判決を踏襲する立場にある判決で

あり、各通知の到達の先後関係が不明であり優劣を決することができない場合であって

も、それぞれの立場において取得した第三債務者に対する法的地位は変容せず、租税債権

者は国税徴収法上の取立権を取得し、債権譲受人は差押の存在にかかわらず、第三債務者

に対して債権の給付を求める訴えを提起し勝訴判決を得ることができるのであるが、こ

のような場合には互いに相手方に対して優先的地位にある債権者であると主張すること

が許されない旨を示したことを確認した。 

そして、昭和 49 年判決では、債権が二重に譲渡された場合の譲受人間の優劣は、確定

日付のある通知が債務者へ到達した日時の先後により優劣を決するとする「到達時説」に

よって決定することが示されたことを確認した。 

次に、昭和 55 年判決では、債権が二重に譲渡され、さらにこれに加え、｢債権差押通

知｣と｢債権譲渡通知｣が同時に第三債務者に到達し、｢到達時説｣による基準では優劣を判

断できない場合には、各債権譲受人は、その給付を求める訴えを提起し、勝訴判決を得る

ことができるが、その判決に基づき強制執行が行われた場合には、第三債務者は当該債権

につき他に差押が存在することを理由に執行手続が満足的段階に進むことを阻止しうる

ことが示されたことを確認した。 

第 2 章では、国税徴収法 8 条と債権譲渡の関係の検討を行った。具体的には、国税徴

収法 8 条の立法趣旨や、租税債権に一般的優先権が認められている根拠等について確認

し、一般的優先権の性格等について確認した。さらに、一般的優先権の及ぶ範囲について、

｢差押｣の段階ではなく、｢強制換価｣の段階において効力が及ぶことについて、判例を踏ま

えながら確認した。その上で、租税債権者と債権譲受人の優劣について、民法 467 条 2 項

にいう｢第三者｣に租税債権者は含まれるのか否か検討を行い、｢譲渡された債権そのもの

について両立しえない法律的地位を取得した第三者に限る。｣と解されていること等から、
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債権譲受人が第三者対抗要件を具備した場合は、租税債権者に対抗しうるのであるから、

同時送達において債権譲渡が有効なものであり、第三者対抗要件を具備している場合は、

差押と譲渡は等位であり、優劣を判断できないことを確認した。 

第 3 章では、第三債務者に対する差押と譲渡の優劣について、第 2 章までの検討･考察

等の結果を踏まえ、差押通知と譲渡通知の同時送達事例について、第三債務者が供託を行

っていないと想定した場合において、差押債権者及び債権譲受人が第三債務者に対し支

払を求めた場合について、差押と譲渡の優劣や、第三債務者に対する法的関係の検討･考

察を行った。その結果、債権譲受人は第三債務者に対し債権の給付を求める訴えを提起し

勝訴判決を得ることができるが、第三債務者は当該債権につき他に差押が存在すること

を理由に執行手続が満足的段階に進むことを阻止しうることから、実際問題としては、差

押手続の着手が先に開始されると考えられるが、これをもって直ちに差押が満足的段階

に進むとは言えず、その結果、強制換価の段階まで差押と譲渡の優劣を判断することはで

きないと考えられた。しかし、強制換価の段階においては、差押の根拠法令によって対応

が異なるのではないかと考えた。 

  すなわち、差押債権が租税債権の場合は、国税徴収法に規定される租税債権に係る一般

的優先権により、租税債権者は優先的に弁済を受けられるが、差押債権が私債権の場合は、

民事執行法上は優先権は存在しないので、依然として債権譲受人との間で優劣を判断で

きないと考えられるのではないかという仮説の構築に至った。 

第 4 章では、昭和 49 年判決の民事保全法に基づく仮差押や、昭和 55 年判決の厚生年

金保険法に基づく差押につき、｢滞納処分の差押｣と｢強制執行の差押｣に分類し、その性質

の差異を確認し、さらに、滞納処分の執行には、民事執行法の規定は適用されないとする

判例を確認することにより、先の仮説につき補強を図った。 

第 5 章では、差押通知と譲渡通知の同時送達事例について、第三債務者が供託を行っ

た場合の差押債権者と債権譲受人の優劣関係や、第三債務者に対する法的関係の検討･考

察を行った。 

具体的にはまず、供託制度や、債権差押通知と債権譲渡通知の同時送達事例における供

託等について、平成 5 年判決以降は、同時送達事例では、第三債務者は債権者不確知を理

由に供託を行うことができるようになったことから、実務上、同時送達事例においては、

供託が行われるであろうことを確認した。 

次に、国税滞納処分の差押の供託金配当に関する判例等を踏まえながら、供託金の還付

請求権が一般的優先権の効力が及ぶ範囲にあるかについて検討･考察を行った。 

その結果、判例からは、供託金の還付請求権についても一般的優先権の及ぶ範囲にある

のではないかと考えられた。しかし、同時送達事例では、差押と譲渡の競合についても、

判例は二重譲渡と同様に解決を図っており、供託金の還付請求権については、差押債権者

も債権譲受人と同等の地位にある債権者として請求をすることになると考えられ、仮に
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そうだとすると、差押の根拠法令にかかわらず、一律に債権譲受人と同等であり、優劣を

判断することはできないという結果に至った。 

これにより平成 5 年判決で、供託金を案分するという判断に至ったのは妥当であると

いう結論に至った。 

第 6 章では、これまでの検討･考察について整理し、問題提起を行っている。 

具体的には、第 3 章、第 4 章の検討･考察結果から、同時送達事例において、強制執行

の手続に移行した場合は、最終的に差押の根拠法令の違いによって、差押と譲渡の優劣を

決定できる場合と、できない場合の 2 つに分かれると考えることができる。しかし、第 5

章の検討･考察の結果からは、第三債務者が供託を行った場合は、判例は二重譲渡の事例

と同様に問題の解決を図っている結果、差押の根拠法令にかかわらず、差押債権者は、債

権譲受人と同様の地位にあると考えることができる。そして、強制執行手続に移行しない

ことから、依然として差押と譲渡の優劣を判断できないと考えられる。この結果、租税債

権等の滞納処分の差押のみ、譲渡との優劣に差異が生じると考えることができるのでは

ないだろうか、そしてこの差異が生じる原因は、差押と譲渡の競合問題を二重譲渡と同様

に解決を図ろうとする判例法理にあるのではないだろうか。また、第 4 章で差押の性質

の差異を確認した結果を受けて、差押は根拠法令の違いにかかわらず、手続的には共通す

るものではあるが、強制執行の差押と滞納処分の差押の形式的な違いも踏まえて、同時送

達における差押と譲渡の優劣を検討する必要があるのではないかと筆者は考える。 
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